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ギの場合は供試した並性品種の半数が
80％以上，コムギの遺伝資源の検定で
も半数の品種が50％の以上の苗立ち率
を示したことが報告されている。イネ
の畑状態における深播き耐性は明らか
にオオムギやコムギに劣ると考えられ
る。そのために水稲の乾田直播ではオ
オムギやコムギより高い播種精度がも
とめられる結果となっている。
本試験で用いたディスク駆動式汎用
不耕起播種機は適切な播種深度に高精
度で播種できるよう開発されてきた。
習熟したオペレーターが入念な設定を
行っても図 3のようなバラツキが生じ
ていた。播種深度設定の前提となって
いるイネの遺伝的な要因が改善されれ
ば，作業精度の許容度も大きくできる
はずである。乾田直播適性として深播

き耐性のある品種の育成が望まれる。
水稲の栽培は移植栽培でも直進アシ
スト田植機や自動運転田植機の普及が
進んで，移植作業そのものは高度に機
械化が進み，人手がかからなくなって
きている。一方で移植作業では苗箱の
移動作業は人手に頼っており，試算で
は 1日に 3t 近い重量を移動させてい
ることになる。少子高齢化による人手
不足は深刻であり，今後苗箱の移動に
係る人手を確保し続けていけるかどう
か疑問である。この状態を解消するに
は直播栽培の導入と普及を図る必要が
ある。乾田直播で播種機を牽引するト
ラクターにも直進アシスト機能や自動
運転機能を搭載している機種の普及が
始まっている。スマート農業機械は高
額であるため，汎用利用が欠かせない。

その一方で待ったなしで進行している
農地の特定の担い手への集積に対応す
るためにも乾田直播技術は今後も増加
を続けると考えられる。
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はじめに

農薬は安定した食物生産に必要な資
材として広く使用されているが，水田
で使用された農薬が排水に伴い河川に
流出した場合等に，本来農薬の標的で
はない水生生物への悪影響が懸念され
る（この悪影響の程度と発生可能性を

「生態リスク」と定義）。現在わが国で
は，農薬取締法に基づく「水域にお
ける生活環境動植物の被害防止に係る
農薬登録基準」（以降，農薬登録基準）
の制度により，農薬の水生生物に対す
るリスク評価に基づいた個別農薬の基
準値の設定が順次進められている。ま
た，2018 年の改正農薬取締法による
再評価制度の下，基準値の再評価も始
まっている。

農薬全体の使用量は減少傾向にある
一方で，農薬の種類は逆に増加してお
り，農薬の「少量多種類化」が進んで
いる。種類が少ない時代には個別の農
薬のリスクを評価すれば十分であった
が，「少量多種類化」時代においては
一つ一つの農薬のリスクは低くても多
種類の複合影響の懸念が増加し，リス
ク評価のあり方にも変化が起きてい
る。実際に，茨城県桜川の農薬モニタ
リング調査によると，田植え後の水稲
用農薬の使用ピーク時に最大で 30 種
類以上の農薬の有効成分が同時に検出
されている（Iwafune ら 2010）。

このような状況において，個別の農
薬のリスクを評価するのみでは生態リ
スクの全体像は把握できなくなってき

ている。そして，過去から現在までの
リスクの推移や農薬の代替によるリス
ク全体の変化を見ることなしに特定の
農薬だけを問題視し，その農薬さえや
めればよいといった世の中の風潮には
大きな疑問を抱かざるを得ない。すな
わち，農薬全体の生態リスクを定量的
に示してその変化を可視化することに
より，どこで何をどう変えれば農薬全
体の生態リスクを効率的に低減できる
のかを示すことができると考えられる。

さらに大きな動きとなっているの
が，2021 年に農林水産省が策定した

「みどりの食料システム戦略」であり，
「化学農薬の使用量（リスク換算）を
50% 低減」という政策目標が掲げら
れている。このリスク換算では，各有
効成分の使用量をリスク係数（許容一
日摂取量別に 3 グループに分けられ
決定）で補正して合計する手法が提案
されているが，生態リスクについては
現時点で未検討である。

以上のような背景の下，筆者は以下
のような問いに答えるための生態リス
ク評価手法を開発してきた。

・ 現在の農薬全体の生態リスクはど
れくらいか？

・ 少量多種類化によって農薬全体の
生態リスクはどう変化したか？

・ 地域毎の生態リスクの違いはどの
くらいか？

・ 環境保全型農業の生態リスク低減
効果はどのくらいか？

本記事ではこの手法の具体的な適用
例として，日本で使用されている主要
な水稲用農薬 67 種による生態リスク

を全国の河川 350 地点で評価し，さ
らに 1990 年から 2010 年まで 5 年ご
との推移を評価した結果を紹介する。

１．複数農薬による生態
リスクの定量的な評価方法

化学物質による生態リスクを定量的
に評価するために有用な手法が種の感
受性分布である（農業環境技術研究所 
2016）。河川や湖沼などの水圏生態系
には多種多様な生物が生息している
が，農薬の毒性は対象となる生物種に
よって極端に異なることが知られてい
る。しかしながら，環境中に生息する
全ての幅広い生物種に対する毒性試験
を行って，毒性データを得ることは現
実的には不可能である。一方で経験則
により，多数の生物種の感受性は対数
正規分布に適合することが知られてお
り，図 -1 のように環境中濃度と影響
を受ける種の割合の関係を一つの曲線
で表現できるようになる。農薬の濃度
がわかると影響を受ける種の割合が計
算でき，この指標は生物多様性（種の
多様性）にどれだけ影響があるか，と
いう定量的な「生物多様性影響度指標」
として位置づけることができる。また，
種の感受性分布を農薬に適用する場合
には，除草剤では藻類やウキクサ等水
生植物に対する毒性が特徴的に高いた
め，一次生産者とそれ以外で分布が分
かれ，殺虫剤は節足動物に対する毒性
が特徴的に高いため，節足動物とそれ
以外で分布が分かれることが知られて
いる。詳しくは日本語で記載された技
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術マニュアルを参照願いたい（農業環
境技術研究所 2016）。

生態リスクの定量的な評価法の活
用については，2012 年に本誌に掲
載された筆者による解説記事（永井 
2012）を参照願いたい。近年推進さ
れている環境保全型農業では，農薬の
使用回数を指標としてこれを低減する
努力がなされているが，本来は低減の
対象は「農薬使用」ではなく，農薬使
用に伴う「生態リスク」でなければな
らない。そこで，農薬使用による生態
リスクを防除体系毎に定量的に比較で

きるような新しいリスク評価手法を紹
介した。

2018 年に本誌に掲載された筆者
による解説記事ですでに紹介したよ
うに，種の感受性分布と既存の複合
影響予測モデルを組み合わせること
で，多数の農薬の複合影響も計算でき
る（永井 2018）。このような計算を
簡便に行うために筆者が開発したの
が「複数農薬の累積的生態リスク評
価ツール : NIAES-CERAP（Institute 
for Agro-Environmental Sciences, 
NARO ― Cumulative Ecological 

Risk Assessment of Pesticides）」で
ある（https://www.naro.affrc.go.jp/
publicity_report/pub2016_or_later/
laboratory/niaes/manual/079666.
html からダウンロード可能）。本ツー
ルは Microsoft Excel をベースとし
ており（図 -2），手持ちの環境中濃
度を G 列のセルにそれぞれ入力する
と，生態リスクの指標である影響を
受ける種の割合の値が C2 のセルに表
示され，その判定が表示される。主な
水稲用農薬 68 種の SSD のパラメータ

（Nagai 　2016）がすでに入力されて
いるため，必要な情報は濃度のみであ
る。今後，解析可能な農薬数は増やす
予定であり，さらに濃度予測モデルを
内蔵することで，農薬のラベルにある
使用方法などの情報を入力するだけで
リスク評価ができるような改良も予定
している。

２．生態リスクマップの構築

農薬使用は地域によって大きな違い
があるため，どこでどのような対策を
行う必要があるかの判断のために，農
薬の累積リスクの地域変動をマッピ
ングすることが有用である。ここで
は全国の河川流量観測地点 350 地点
で累積リスクを評価した事例を紹介
する（Nagai ら 2022）。解析対象は，
NIAES-CREAP がカバーしている 68
農薬とした。この 68 農薬は日本で使
用されている水稲用農薬使用量の主要
な割合をカバーしている。まず，68
農薬の環境動態に関わる物理化学性や

図 -1　�種の感受性分布の概念図。6種の生物を農薬によって影響を受けやすい順番に並べ，そ
れぞれの種の毒性値に従って対数正規分布曲線に適合させた例を示す（注：この図はあ
くまで概念的な説明であり，生物種に対する感受性の順序は農薬の作用機作などにより
大きく変化する）。
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図 -2　NIAES-CERAPを用いた除草剤の累積リスクの計算例

環境中濃度を⼊⼒計算結果が出⼒
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図 -2　NIAES-CERAPを用いた除草剤の累積リスクの計算例
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水質汚濁性試験のデータを整理した。
また，350 の評価地点毎に，農薬濃度
に大きな影響を与える 3 つのパラメー
タ（流域内水田面積，河川流量，農薬
普及率）についてのデータを整備し，
環境省が定める農薬登録基準の設定で
使用している環境中濃度予測モデルに
入力して地点毎の農薬濃度を予測した

（図 -3）。これまでにこの手法による
予測濃度と実測値はおおむね一致する
結果が得られている（谷地ら 2017）。
地点毎に各農薬の予測濃度を NIAES-
CERAP に入力して累積リスクを計算
し，日本地図上に表示した（図 -4）。
過去にわたる農薬出荷量や当時の適用
一覧などの情報を用いて 1990 年から
2010 年までの累積リスクの推移を 5
年毎に調べた。

2010 年ベースの除草剤の生態リス
ク指標としての「影響を受ける種の割
合」について，リスク高の地点は無
く，リスク中が 243 地点，リスク低
が 90 地点，不検出が 17 地点であっ
た。1990 年ベースの場合はリスク高
が 13 地点，リスク中が 291 地点，リ
スク低が 31 地点，不検出が 15 地点
であった。このように，地域特性を考
慮した対策を立てる際にこのようなリ
スクマップの構築が有用となる。

また，殺虫剤と除草剤のそれぞれ
の生態リスクについて，1990 年から
2010 年まで 5 年毎の経年変化を図 -5
に示す。殺虫剤の場合は 350 地点の
中央値ベースで 23.6% から 1.8% に
減少し，減少率は 92.4% となった。
除草剤の場合は 350 地点の中央値

図 -3　地点毎の環境中農薬濃度の計算方法の概要

農薬の物理化学性データ
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図 -4　�全国 350 地点における主要な水稲用除草剤 33 剤の累積リスクマップ（1990 年と
2010年ベースの比較）。NIAES-CERAPでは，累積リスクは影響を受ける種の割合に応
じて暫定的に 4段階で判定される（50%�超：リスク高，5～ 50%：リスク中，0.1 ～
5%：リスク低，0.1%�未満：不検出）。
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ベースで 16.2% から 7.6% に減少し，
減少率は 53.1% となった。このよう
に，20 年の間にリスクが大きく低減
してきたことが示されている。この大
幅な低減は，農薬メーカーによる低リ
スク農薬の開発努力，水管理の徹底等
による農薬流出防止対策などの生産者
によるリスク低減努力，国による農薬
登録制度の見直し（2005 年からの「水
産動植物の被害防止に係る農薬登録保
留基準」の設定）等によるものと考え
られる。特に除草剤の場合は，トリア
ジン系除草剤の使用の減少，オキサジ
アゾンの一時登録失効，2006 年以降
の水稲用除草剤散布後の止水期間がそ
れまでの 3-4 日から 7 日間に延長さ
れたこと，の 3 つがリスク低減に大
きく寄与していた。水田での止水期間
を 4 日から 7 日に延長することで除
草剤の流出は 1/2 ～ 1/10 に抑えられ
ることが知られている。

一方で，「みどりの食料システム戦略」
で有機農業の取組面積の割合を耕地面
積全体の 25% に拡大するという政策目
標が設定されているが，2010 年の時
点では 0.4% にとどまっている。その
ため，有機農業は 1990 年～ 2010 年
における生態リスクの低減にはあまり
寄与していないと考えられる。

３．野外生態調査による生態
リスク評価の検証

例えば「影響を受ける種の割合が
10% であった」という計算がなされ
た場合に実際の野外生態系で何が起こ
るのか？といった生態学的な意味付け
は重要な課題である。河川などの実際
の野外環境の調査を行うことで化学物
質の影響を調べる生態疫学的な研究
はこれまで多数行われている。例え
ば，オランダの農業用水路で 261 地
点の生態リスクを評価して水路の生態
調査のデータと比較を行った研究例が
あり，影響を受ける種の割合の値が
10% を超えたあたりから種数に影響
が見られている（de Zwart 2005）。

一方で，野外環境では地形や気象，
流水などの物理要因，農薬以外の化学
物質や水質などの化学要因，他の生物
との相互関係などの生物要因など，多
種多様な要因による影響を同時に受け
ている。このようなマルチストレス環
境であることに加えて対照区の設定が
難しいこともあり，農薬の生態影響を
抽出することは困難であった。ところ
が，野外生物調査から農薬の影響を検
出するための河川生物指標が開発され
るなど，近年の評価手法は大きく発展
している。例えば SPEAR（SPEcies 
At Risk）という生物指標は，全体の

個体数に対して農薬によるリスクを
受けやすい種の個体数の割合を % と
して指標化するものであり，この値
が高いほど農薬の影響が低い地点と
評価される。ここでは筆者らが行っ
た，実際の河川生態調査の結果を用い
て除草剤の影響を評価する生物指標

（SPEARherbicides）と種の感受性分布を
用いた除草剤の生態リスク評価の結果
を比較した事例（永井ら 2023）を紹
介する。

2016 年から 2017 年にかけて，農
薬の汚染状況が異なる複数の河川に
おいて付着藻類の調査を行った。付
着藻類は河川水生生物の中で除草剤
の影響を受けやすいグループであ
る。この付着珪藻の中でさらに除草
剤の影響を受けやすい種の存在割合
を SPEARherbicides として計算した。さ
らに，調査地点において推定した多種
類の農薬濃度を NIAES-CERAP に入
力して生態リスクを算出した。その結
果，SPEARherbicides と影響を受ける種
の割合の値は統計的有意な相関関係が
あり，除草剤の影響の可能性が示唆さ
れた。ただし，野外生態調査は非常に
労力がかかり多地点のデータを蓄積す
ることが困難であるため，今後は河川
水中に漂う DNA の配列を解析するこ
とによってその環境中の生物相を評価
できる「環境 DNA メタバーコーディ
ング分析」（環境 DNA 学会 2021）の
活用など，効率的なデータ収集が求め
られる。

図 -5　�1990 年から 2010年にかけての 5年毎の累積リスクの推移。350地点の累積リスクの
分布はバイオリンプロットで示され，太い部分ほど多くの地点が集まっており，白丸が
中央値，黒棒は全体の 25％～ 75％が分布する範囲，黒線の下端と上端は最小値と最大
値を示している。
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４．成果の活用に向けて

ここまで紹介してきた手法により，
複数の農薬使用からなる生態リスクの
定量的な比較が可能となった。これに
より，「農薬の使用量を減らす」，「よ
り低毒性の農薬に切り替える」，「農薬
の流出防止対策をとる」などの管理対
策を行った場合のリスク低減効果を事
前に定量的に評価して，効率的な管理
対策を選択できるようになる。また，
河川水などの環境中農薬濃度のモニタ
リングは各地で行われているが，個別
の農薬濃度の基準値との比較のみでな
く，農薬全体としてのリスクの大きさ
を定量的に把握できるようになる。

リスクの定量的な評価は，便利であ
ると共に様々な誤解も生みやすい。い
わゆる数字が一人歩きする，という
懸念である。累積リスクの評価結果
を用いて適切な管理対策を考え，適
切にコミュニケーションをとるため
には，その意味を正しく理解する必要
がある。累積リスクの現時点での最適
な利用方法は，あくまでも効率的なリ

スク管理対策を考える上で有用である
もので，値がいくつ以下であれば安全，
いくつ以上なら危険，などの判断に用
いるものではない。また，ある特定の
農薬のリスクのみを評価して，何かの
判断をすることは誤った判断につなが
る。ある特定の農薬の使用を低減して
も，他の農薬に切り替えが起こった場
合に，リスクが下がるのかどうかは明
らかではなく，むしろ増えてしまう場
合もある。農薬全体の累積リスクを評
価することは，どんな管理をすればど
のようなことが起こるのか，というこ
とを考え適切な判断をするための手段
である。
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